
 

 

 

 

 

 

 

 

 

第３期 特定健康診査等実施計画 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

中部アイティ産業健康保険組合 

（第３期計画期間：平成３０年度～平成３５年度） 

 

 

 

 

  



 

 

背景及び趣旨 

 

我が国では、高齢化の急速な進展や疾病構造の変化を背景に、生活習慣病予防と医療費適正化を

目指す「特定健診・特定保健指導」が平成 20 年度にスタートし、開始 10 年を経て、平成 30 年度から

第三期を迎える。 

この間、生活習慣病の原因となるメタボリックシンドロームの危険性が広く国民に認知されたことは、一

定の成果とみることができる。特定健診は受診者数が毎年約 100 万人ずつ増加し、27 年度には全保険

者の平均実施率が初めて 50％を超えるなど、国が示す目標には達していないものの徐々に着化を見

せているが、特定保健指導は 25 年度以降実施率が 17%台を推移するなど、依然として課題が残ってい

る。 

このような状況に対応するため、第 3 期に向け、保険者が特定健診・特定保健指導をより効率的かつ

効果的に、そして柔軟に実施できるようさまざまな見直しを行い、健康診査(特定健康診査)及びその結

果により健康の保持に努める必要がある者に対する保健指導(特定保健指導)を実施している。 

 

本計画は、当健康保険組合の特定健康診査及び特定保健指導の実施方法に関する基本的な事項、

特定健康診査及び特定保健指導の実施並びにその成果に係る目標に関する基本的事項について定

めるものである。 

なお、高齢者の医療の確保に関する法律第１９ 条により、第３期から６年ごとを一期として特定健康診

査等実施計画をさだめることとする。 

 

 

当健保組合の現状 

 

当健保組合は、岐阜県大垣市に所在し情報サービス業を主たる業とする事業所が加入している総合

型の健保組合である。 

平成３０年３月末の事業所数は２２２社で、全国２６都道府県に所在する。被保険者数は１０,８４０人、

被扶養者数は８,００６人であるが、中部地区に約４８％、信越・関東・東北に約１３％、近畿・中国・四国・

九州に約３９％在勤している。 

 加入事業者は、被保険者５０名以下の事業所が全体の約７０．０％を占めている。１事業所あたりの平

均被保険者数は、約４９人である。 

当健保組合に加入している被保険者は、平均年齢が３９．２歳で、男性が全体の７８%を占める。扶養

率は７３．９％である。 

健康診断については、全国に１５９の健診機関と契約しており、契約健診機関・契約医療機関外に関

わらず健診補助を実施している。また、健診事業者が実施する共同巡回健診も行っている。 

契約内容は、特定健診・一般健診・生活習慣病健診・人間ドック・女性検診・前立腺がん検診である。 

平成２９年度の基本健診の実施人数は、契約医療機関で８,４１１人(内訳:被保険者８,０３５人、被扶

養者３７６人)、契約医療機関外で２,３９６人(内訳:被保険者２,３１４人、被扶養者８２人)、委託機関による

共同巡回健診で７１７人の計１１,５２４人(内訳:被保険者１０,３４９人、被扶養者１,１７５人)である。また、

特定健診受診率は、７９．７％・特定保健指導実施率は、１３．６％であった。 

 



 

 

 

特定健康診査等の実施方法に関する基本的な事項 

 

1 特定健康診査等の基本的考え方 

日本内科学会等内科系８学会が合同でメタボリックシンドロームの疾患概念と診断基準を示した。こ

れは、内臓指肪型に起因する糖尿病、高脂血症、高血圧は予防可能であり、発症した後でも血糖、血

圧をコントロールすることにより重病化を予防することが可能であるという考え方を基本としている。 

メタボリックシンドロームの概念を導入することにより、内臓脂肪の蓄積や、体重増加等が様々な疾患

の原因になることをデータで示すことができるため、健診受診者にとって生活習慣の改善に向けての明

確な動機付けができるようになる。 

 

2 特定健康診査等の実施に係る留意事項 

今後、市町村国保の行う健康診査を受診している被扶養者の数を調査し、そのデータを受領するとと

もに、今後は当健保組合が主体となって特定健診を行いそのデータを管理する。 

 

3 特定保健指導の基本的考え方 

生活習慣病予備群の保健指導の第一の目的は、生活習慣病に移行させないことである。そのための

保健指導では、対象者自身が健診結果を理解して自らの生活習慣を変えることができるように支援する

ことにある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
  



 

 
Ⅰ 達成目標 

 

１ 特定健康診査の実施に係る目標 

平成３５年度における特定健康診査の実施率を８５．０％とする。 

この目標を達成するために、平成３０年度以降の実施率（目標）を以下のように定める。 

 

目標実施率 （％) 

 30年度 31年度 32年度 33年度 34年度 35年度 国の参酌標準 

被 保 険 者 93.0 93.5 94.0 94.5 95.0 95.5 

 

― 

被 扶 養 者 46.2 

 

48.5 50.7 

 

53.1 55.4 57.7 ― 

被保険者＋被扶養者 80.0    81.0  82.0 83.0 84.0 85.0 85.0 

 

２ 特定保健指導の実施に係る目標 

平成３５年度における特定保健指導の実施率を３０．０％とする。 

この目標を達成するために、平成３０度以降の実施率（目標）を以下のように定める。 

 

目標実施率 

（被保険者＋被扶養者） （人） 

 30年度 31年度 32年度 33年度 34年度 35年度 国の参酌標準 

 40歳以上対象者（人） 7,259 7,416 7,577 7,741 7,909 8,080 ― 

特定保健指導対象者数（推計） 1,094 1,118 1,142 1,166 1,192 1,218 ― 

実 施 率（％） 25.0 26.0  27.0  28.0  29.0 30.0 

 

30.0 

実 施 者 数 274 291 308 326 346 365 ― 

 

 

契約健診機関は、現在の健診医療機関に加え、随時新規契約し保健指導契約を締結する。 

尚、保健指導については、主に、全国対応可能な事業者に委託する。 

 

 

３ 特定健康診査等の実施の成果に係る目標 

平成３５年度において、平成３０年度と比較したメタボリックシンドロームの該当者及び予備群の減少率を

２５％以上とする。。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  



 

 

Ⅱ 特定健康審査等の対象者数 

 

１ 対象者数 

①特定健康診査 

被保険者 （人） 

 30年度 31年度 32年度 33年度 34年度 35年度 

４０歳以上対象者 

（推計値） 
5,244 5,357 5,474 5,592 5,714 5,837 

目標実施率（％） 93.0 93.5 94.0 94.5 95.0 95.5 

 目標実施者数 4,877 5,009 5,146 5,284 5,428 5,574 

被扶養者 （人） 

 30年度 31年度 32年度 33年度 34年度 35年度 

４０歳以上対象者 

（推計値） 
2,015 2,059 2,103 2,149 2,195 2,243 

目標実施率（％） 46.2 48.5 50.7 53.1 55.4 57.7 

目標実施者数 930 998 1,067 1,141 1,216 1,294 

被保険者＋被扶養者 （人） 

 30年度 31年度 32年度 33年度 34年度 35年度 

４０歳以上対象者 

（推計値） 
7,259 7,416 7,577 7,741 7,909 8,080 

目標実施率（％） 80.0 

 

 81.0  82.0 83.0 84.0 85.0 

目標実施者数 5,807 6,007 6,213 6,425 6,644 6,868 

 

 

②特定保健指導の対象者数 

被保険者＋被扶養者 （人） 

 30年度 31年度 32年度 33年度 34年度 35年度 

40歳以上対象者 5,807 6,007 6,213 6,425 6,644 6,868 

動機付け支援対象者 438 447 457 466 477 487 

実 施 率 （％） 28.1 29.2 30.1 31.3 32.1 33.0 

 

 

 

実 施 者 数 123 131 138 146 

 

153 161 

積極的支援対象者 656 671 685 700 715 731 

実 施 率 （％） 23.0 23.8 24.8 25.7 27.0 27.9 

実 施 者 数 151 160 170 180 193 204 

保健指導対象者計 1,094 1,118 1,142 1,166 1,192 1,218 

実 施 率 （％） 25.0 26.0  27.0  28.0  29.0 30.0 

 
実 施 者 数 274 291 308 326 346 365 

 

 

 

 

  



 

 

Ⅲ 特定健康診査等の実施方法 

 

(1)実施場所 

特定健診は、被保険者については、委託健診機関が実施する一般健診、生活習慣病健診、人間ドックで実

施する他、かかりつけ医療機関での受診を利用する。被扶養者については、委託健診機関が実施する共同

巡回健診、特定健診、一般健診、生活習慣病健診、人間ドックで実施する他、パート先の健診やかかりつけ

医療機関での受診を利用する。 

被保険者の特定保健指導は、全国展開をしている事業者及び健診機関に委託して実施する。被扶養者

の特定保健指導については、被保険者への指導方法に加え、共同巡回健診における特定保健指導に委託

する。 

 

(2)実施項目 

実施項目は、被保険者については、従来から実施している一般健診・生活習慣病健診・半日人間ドックを

実施することにより、標準的な健診・保健指導プログラム第 2編第 2章に記載されている健診項目とする。 

 

(3)実施時期 

実施時期は、４月から１２月までとする。 

 

(4)受診方法 

当健保組合における従来の健診システムを踏襲し、受診者がホームページ等により選択した希望健診機

関に予約を行い特定健診・特定保健指導を受ける。 

 

(5)周知・案内方法 

周知は、当健保組合機関紙等に掲載するとともにホームページに掲載して行う。 

 

(6)健診データの受領方法 

健診のデータは、契約健診機関を通じ電子データを随時（又は月単位)受領して、当健保組合で保管する。

また、特定保健指導について外部委託先機関実施分についても同様に電子データで受領するものとする。 

なお、保管年数は当健保組合が実施した分も含め 5年とする。 

 

(7)特定保健指導対象者の選出の方法 

特保健指導の対象者については、特定健診受診後の保健指導レベルに基づき決定する。 

 

(8)特定保健指導対象者の実施率向上への取り組み 

特定保健指導対象者の多い事業所に事業所内での特定保健指導セミナー実施を提案し、コラボヘルスを

行い、特定保健指導実施を促す。 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
  



 

 

IV 個人情報の保護 

当健保組合は、中部アイティ産業健康保険組合個人情報保護管理規定をみちまもる遵守する。 

当健保組合及び委託された健診・保健指導機関は、業務によって知り得た情報を外部に漏らしてはならない。 

当健保組合のデータ管理者は、常務理事とする。またデータの利用者は当組合職員に限る。 

外部委託する場合は、データ利用の範囲・利用者等を契約書に明記することとする。 

 

 

V 特定健康診査等実施計画の公表・周知 

本計画の内容は当健保組合ホームページに掲載し、各事業所並びに被保険者等に周知することとする。 

 

 

VI 特定健康診査等実施計画の評価及び見直し 

当計画については、毎年保健事業委員会において見直しを検討する。 

また、平成３２年度に 3年間の評価を行い、目標と大きくかけ離れた場合その他必要がある場合には見直

すこととする。 

 

 


